























































































































































































































 通信・放送機器 400 
6806901,0851 3．宇宙・国防機器 1，２６０１，４９０ 500 550 620 605 490 280 295 330 470 
４曇議凋iii,器制御 1,8852,4203,29014,270 3405856401,025,1,190,1,3101,600 130 170 220 
1,7302,14012,3003,030 5．電子部品 720７５０８００９０５１，１７０１，３６０１，６３０ 440 510 400 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































870 970 1，４００ 2,100 5,620 





900 1，３３０ 2.050 3，１００ 




780 1.460 2.010 


















































































































Ｍ７１ｕ１０ 計合 1５，７８３１１，５８０ 
出所：Ｔ"CECC"o〃ｃＴ伽Cs，０ct､９，１９８５
ＤＯＥは第７次５か年計画期の電子産業発展計画を発表しているが，そ
の概要は第13表，第14表のようなものである(2)。年平均35％の成長率を見
込んでおり，５年間の総生産額は3,142億ルピーである。またこの間の雇
用創出を１，０００万人と見込んでいる。製品分野別に公共部門，民間部門の
貢献度をみると，電子部品は公共部門40％，民間部門60％，民生用電子機
器は公共部門20％，民間部門80％，通信機器は公共部門80％，民間部門２０
％，宇宙・国防機器は公共部門90％,民間部門10％,計測器・産業用機器は
１０１ラジープ政権下の経済自由化政策とインド電子産業の展望（196）
公共部門40％，民間部門60％，コンピュータ・ＯＡ機器は公共部門30％，
民間部門70％となっており，現在の生産パターンと比較すると，電子部品
および民生用電子機器の分野で公共部門の比重が高まり，逆に通信機器お
よび宇宙・国防機器の分野では民間部門の比重が高まっている。また第７
次計画期における投資総額は269億ルピーであり，このうち59％にあたる
158億ルピーが公共部門投資額，４１％にあたる111億ルピーが民間部門投資
額である。
分野別に生産計両を承ると５年間の合計で，雨子部,W１５６２億ルピー，民
1上用電子機器638億ルピー，通信機器800億ルピー，放送機器75億ルピー，
宇宙・国防機器232億ルピー，計測器・産業用機器591億ルピー，コンピュ
ータ・ＯＡ機器244億ルピーである。また分野別投資額（公共部門十民間
部門）をZ入ると，電子部品80億ルピー，民生用電子機器15億ルピー，短信
機器75億ルピー，放送機器５億ルピー，宇宙・国防機)器27億ルピー，計測
器・産業用電子機器44.6億ルピー，コンピュータ・ＯＡ機器22億ルピーで
ある。投資額から判断するかぎり，電子部品と通信機器分1117に大きな比重
がかげられているように思われる。
②インド電子産業の問題点
第７次５か年計両期における電子産業の年平均35％成長の達成は，現在
の生産水準がなお低位にあることを考えれば，必ずしも不可能ではあるま
い。しかしたとえ35％成長が達成できたとしても，インドの電子産業と世
界の電子産業との格差は一層拡大するであろう。はたして現在に至るまで
のインド電子産業の遅れは一体いかなる原因に帰囚するのであろうか？
最大の原因の１つは独立後インドがとってきたＦ１国の技術を過剰に優先し
た閉鎖的な環境の中での輸入代替戦略に見出すことができよう。この戦IIff
は種々様々な規制を伴い，競争的市場の形成を大きく阻害した。通信・放
送機器および宇宙・国防機器分野は長い間公共部門の独占的領域であって
民間部門の参入が阻止されていた。他方，民生用電子機器および電子部品
分野では小規模部門優先のライセンス政策がとられており，スクリュー.
(197）１００ 
第15表電子部品についての世界企業とインド企業の生産規模の比較
|乙蘓,騏翠]①,②電子部 ロロロ
１．集積回路
（i）デジタノレ
（、リア
２．小信号トランジスター，ダイオ
ード
３．パワー・トランジスター
４．テレビブラウン管
５．キャパシター
６．セラミック・キャパシター
７．プラスチック・フィルム・キャ
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９．スウィツチ
10.リレ
11.リード・スウィッチ
1/50 
1/10 
1/2５ 
５０．０ 
5.0 
500.0 
1.0 
0.5 
20.0 
1/15 
1/15 
1/10 
1/10 
1/５ 
3.0 
1.5 
100.0 
500.0 
50.0 
２
１
０
０
０
 
●
●
●
●
●
 
０
０
０
０
０
 
１
５
１
 
1/20 
1/10 
1/10 
1/７ 
1,000.0 
2.0 
2.0 
２０．０ 
０
２
２
０
 
●
●
●
●
 
０
０
０
３
 
５
 
出所：Ｗ・Morehouse＆RChopra,０ｶ．Cit．
ドライバー技術水準から脱却することができなかった。生産能力に関する
工業ライセンスの認可規模がきわめて小さく，ために規模の経済性が追求
できず，結果として高コスト構造の電子産業をつくり出した。第15表は電
子部品について，世界企業とインド企業の生産規模を比'陵したものであ
る。一般部品(項目５～11)に関しては，カーボン・フィルム・レジスター
を除けばインドの生産規模は世界の生産規模の蛤～↓bであるが，能動部,{Ｔｌ
になると格差は更に大きく，デジタルＩＣにいたってはU上界企業の生産規
模の50分の１となっている。デジタルＩＣの規模の小さいこと，高コス
ト，開発技術の遅れは，インドの電子産業(とくに通信とコンピュータ)の
将来に暗い影をなげかけている。インド政府の言う「国際競争力をもった
電子産業の育成」は，もはや自力では達成不可能と言って良い。もしそれ
を達成しようとするならば，電子産業のほとんどの分野での大規模な外国
技術の導入と外資提携が不可欠となるであろう。もしそうなればインドは
９９ラジーブ政権下の経済自由化政策とインド電子産業の展望（198）
アジアでは最後の多国籍電子企業の参入国となろう。しかしその客観的可
能性はなおきわめて限定されたものであると思われる。理由は２つ考えら
れる。第１の理由は世界の多国籍先端電子企業（半導体,コンピュータ,通
信）の主要海外取り’（輸出，直接投資，技術提携等）は80年代に入ってま
すます先進国間取引に集中する傾向をもっていることである。先進国内で
の電子産業における自動化の進展は，低賃金を利用したオフショア生産の
比重を今後ますます低下させていくであろう(3)。したがってインドが多国
籍電子企業をひきつけるとしても，それは基本的には国内市場向け（現地
市場販売型）の生産形態に限定されるであろう。そうなればインドは早晩
外貨不足問題に逢着せざるをえまい。輸出増加による外貨獲得がどこか他
分野で保証されない限り，インド電子産業の自由化も一定の限界をもたざ
るをえない。この点が理由の第２点目と関連する。すなわちインド電子産
業の発展は電子産業の自由化の程度に依存するといって良いが，その自由
化は一定の限界をもたざるを得ない。そしてその限界はただ単に外貨の壁
によって画されているだけでなく，より根本的には独立後インドがとって
きた「社会主義型社会」をスローガンとする一連の政策体系の急激な，か
つ根本的な転換が不可能であることによって画されている(4)。
（１）Governmentoflndia,PlanningCommission，Ｔ"ＣＡ〃γoac〃/ｏノノbC
SeDe"/〃ＦｊＺ）ＣＹＣαγＰ/α"，Ｚ985-90,Julyl984．なお，８５年11月９日，
国家開発審議会によって第７次計画草案（ドラフト・プラン）が承認され
た（ＴｈｅＥｃｏ"ｏＭｃＴ伽Cs，Nov、10,1985)。
（２）Ｔ"CECC"o〃ｃＴ伽Cs，October９，１９８５
（３）ＵＮＣＴＣ，Ｔγα"s"α〃0"αノＣＯγPCγαtjo"ｓ/〃伽Ｉ"/cγ"α"o"αノＳｃ‐
〃ＣＯ〃ｄ"c/oγＩ"dz4sZ〃，1984；DieterErnst,《《AutomationandtheWorld‐
wideRestructuringoftheElectronicslndustry：Strategiclmplications 
forDevelopingCountries''，ＷＤγ/‘DeDe/oP”e"ｔＶｏＬ１３Ｎｏ.３March 
l985 
（４）計画委員会委員で経済自由化路線の推進者の１人であるＡ・フセイン（前
商務省次官）が議長となっている貿易政策に関する委員会報告書が85年９月
に公表された。当報告書は今後のインドの貿易政策に決定的な影響を与える
ものと思われるが，その中で「輸出がＧＮＰ５～７％のを占めるインドのよ
9８ (199） 
うな国では輸出主導的成長（export-ledgrowth）の可能性はない。実際，
成長主導的輸出（growth-ledexport）がインドにより適合的なシナリオで
ある」とし，アジアNICS型の輸出主導的成長の可能性を排除している点
が興味深い（報告書の内容は，Ｔ"ＢＥＣＣ"o〃ｃＴ航Cs，Septemberl8，
1985の特集“ForeignTrade”に抜粋されている)。
